
 
 

 

 

FP2級 

2020 年 9 月 

個人資産相談業務 

過去問解説 
 

 

  



《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複

写・無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動

画をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験

教材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 

 
  



 

【第１問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問１》～《問３》）

に答えなさい。  

 
  



《問１》 Ａさんが、60 歳でＸ社を定年退職し、その後再就職等をし

ない場合、原則として 65 歳から受給することができる老齢基礎年金

および老齢厚生年金の年金額（2020 年度価額）を計算した次の＜計

算の手順＞の空欄①～④に入る最も適切な数値を解答用紙に 記入

しなさい。計算にあたっては、《設例》の＜Ａさんとその家族に関す

る資料＞および下記の＜資料＞に基づくこと。なお、問題の性質上、

明らかにできない部分は「□ □□」で示してある。  

 

＜計算の手順＞  

１．老齢基礎年金の年金額（円未満四捨五入） （ ① ）円  

２．老齢厚生年金の年金額 

（１）報酬比例部分の額（円未満四捨五入） （ ② ）円  

（２）経過的加算額（円未満四捨五入） （ ③ ）円  

（３）基本年金額（上記「（１）＋（２）」の額） □□□円  

（４）加給年金額（要件を満たしている場合のみ加算すること）  

（５）老齢厚生年金の年金額 （ ④ ）円  

 
  



【答え】 

①老齢基礎年金の計算方法は、 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480月(40年×12

ヶ月) 

A さんの場合には保険料納付済み期間は 34 月+84 月+362=480 月で免

除期間はありません。 

 
計算すると 

781,700 円×480÷480=781,700 円 

円未満四捨五入により老齢基礎年金額は 781,700 円 

 

(1)報酬比例部分の額=(a)+(b) 

 

ⓐ 2003年3月以前の期間分 

平均標準報酬月額× 7.125 ÷1,000 ×2003年3月以前の被保険者期

間の月数  

28万円×7.125÷1,000×84=167,580円 

 

ⓑ 2003年4月以後の期間分 

平均標準報酬月額× 5.481 ÷1,000 ×2003年4月以後の被保険者期

間の月数 

40万円×5.481÷1,000×362=793,648.8円  

 

ⓐ＋ⓑ 

167,580円＋793,648.8円=961,228.8円 

 

②報酬比例部分の額=961,229 円 

 

  



経過的加算額 

(2)経過的加算額（円未満四捨五入）＝1,625 円×被保険者期間の月

数－781,700 円×昭和 36 年４月以後で 20 歳以上 60 歳未満 の厚生

年金保険の被保険者期間の月数÷480  

 
 

老齢厚生年金の被保険者期間の月数は 446 月です。 

昭和 36 年４月以後で 20歳以上 60歳未満の厚生年金保険の被保険者

期間の月数も 446 月となります。 

 

1,630 円×446 月-781,700 円×446 月÷480 月=650 

   (726,980-726,330) 

 

③経過的加算額=650 円 

 

(3)基本年金額=961,229 円(報酬比例部分の額)＋650 円(経過的加算

額)=961,879 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



(4)加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上(240 月)あ

る方が、65 歳到達時点で、その方に生計を維持されている配偶者ま

たは子(18 歳になって最初の 3 月 31 日まで)がいるときに加算され

ます。 

 
本問の場合には妻 B さんは収入があり A さんが生計を維持している

とはいえず、A さん 65 歳到達時も B さんは既に年金の受給を開始し

ているため加給年金は支給されません。 

 

④老齢厚生年金の年金額=961,879 円 

 

 

  



《問２》 Ｍさんは、Ａさんに対して、老後の年金収入を増やす方法

として確定拠出年金の個人型年金（以下、「個人型年金」という）に

ついて説明した。Ｍさんが説明した以下の文章の空欄①～③に入る

最も適切な語句または数値を、下記の〈語句群〉のなかから選び、そ

の記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

Ⅰ 「Ａさんおよび妻Ｂさんは、老後の年金収入を増やす方法として、

個人型年金に加入することができます。拠出できる掛金の限度額は、

Ａさんの場合は年額 144,000 円、妻Ｂさんの場合は年額（ ① ）円

です。Ａさんおよび妻Ｂさんが 60 歳到達時に老齢給付金を受給する

ためには、通算加入者等期間が（ ② ）年以上必要となります」  

 

Ⅱ 「個人型年金のメリットの１つとして、税制の優遇措置が挙げ

られます。拠出する掛金は全額（ ③ ）として所得控除の対象とな

ります。また、老齢給付金を年金で受け取った場合、当該給付金は

雑所得として総合課税の対象となりますが、老齢基礎年金および老

齢厚生年金と同様に公的年金等控除の対象となります。なお、個 

人型年金は、Ａさんの指図に基づく運用実績により、将来の年金受

取額が増減する点に留意する必要があります」  

 

 
  



【答え】 

確定拠出年金の個人型(iDeCo)は 60 歳未満の自営業者等、厚生年金

保険の被保険者、専業主婦等が加入できる年金制度である。  

企業年金のある会社員や公務員、私学共済加入者は年額 144,000 円

まで、専業主婦等の拠出限度額は年額 276,000 円である。  

60 歳から年金資産を受け取るには、iDeCo に加入していた期間等 

(通算加入者等期間が 10 年以上必要で、通算加入者等期間が 10 年 

に満たない場合は、受給可能な年齢が繰り下げられる。  

個人型年金の加入者が拠出した分の掛金は、その全額が小規模企業

共済等掛金控除の所得控除対象になります。  

 

従って、正解は『①ホ.276,000 ②ロ.10 ③チ. 小規模企業共済等

掛金控除』です。 

  



《問３》 Ｍさんは、Ａさんに対して、各種のアドバイスをした。Ｍ

さんがアドバイスした次の記述①～③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

① 「Ａさんおよび妻Ｂさんには、特別支給の老齢厚生年金の支給は

ありません。原則として、65 歳から老齢基礎年金および老齢厚生年

金を受給することになります」  

 

② 「確定拠出年金の個人型年金は、Ａさん自身の都合で任意に中途

脱退することができます。脱退した場合に受け取る脱退一時金は、一

時所得の収入金額として総合課税の対象となります」  

 

③ 「長女Ｃさんは、2020 年 12 月から国民年金の保険料を納付する

必要がありますが、 Ａさんおよび妻Ｂさんの前年所得が一定額以下

の場合、長女Ｃさんは国民年金の学生納付特例制度を利用すること

ができます」 

  



【答え】 

①適切○ 

特別支給の老齢厚生年金は、男性では生年月日が昭和 36 年 4 月 2 日

以降の人、女性では 5 年遅れで生年月日が昭和 41 年 4 月 2 日以降の

人には支給されません。 

支給開始年齢については、 

生年月日(女性は表記より 5 年遅れ) 支給年齢 

昭和 28 年 4 月 1 日以前 60 

昭和 28 年 4 月 2 日〜昭和 30 年 4 月 1 日 61 

昭和 30 年 4 月 2 日〜昭和 32 年 4 月 1 日 62 

昭和 32 年 4 月 2 日〜昭和 34 年 4 月 1 日 63 

昭和 34 年 4 月 2 日〜昭和 36 年 4 月 1 日 64 

 
A さんは、1973 年（昭和 48 年）6 月生まれの男性ですので、支給対

象外です。 

 

 

②不適切× 

iDeCoは中途解約は出来ず、加入していた期間 10 年以上で受給可能

となり、通算加入者等期間が 10 年 に満たない場合は、受給可能な

年齢が繰り下げられる。 

 

 

③不適切× 

第1号被保険者で、本人の所得が一定以下の学生は、申請によって

学生納付制度の適用を受けることができます。  

 

親の所得ではありません。 

 

  



【第２問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問４》～《問６》）

に答えなさい。  

 
  



《問４》 《設例》の＜Ｘ社株式の関連情報＞および＜Ｘ社の財務デ

ータ＞に基づいて算出される次の①、②を求めなさい（計算過程の記

載は不要）。〈答〉は、％表示の小数点以下第３位を四捨五入し、小数

点以下第２位までを解答すること。  

 

① 50 期におけるＲＯＥ（自己資本は 49 期と 50 期の平均を用いる）  

 

② 50 期における配当利回り  

 

  



【答え】 

①ROEとは、自己資本利益率として、自己資本(純資産)を使い、ど

の程度の利益を上げられたかを見る指標で、数値が高いほど収益性

は高いと判断できます。  

式 ROE=当期純利益÷自己資本×100  

自己資本(1兆9200億+2兆円)÷2=1兆9600億円 

 

X社の場合には2,550億円÷1兆9600億円×100=13.010… 

小数点以下第3位を四捨五入により13.01% 

 
 

 

  



②配当利回りとは購入した株価に対して1年間でどれだけの配当を

受けられるかを示すもの。  

 

1株あたり年間配当金/株価×100 

 

X社の場合には 

1株あたりの年間配当金＝960億÷8億=120 円 

120 円÷3,800 円×100=3.1578… 

 

小数点以下第 3位を四捨五入により 3.16% 

 
 

  



《問５》 Ｍさんは、Ａさんに対して、米国の経済指標等について説

明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

① 「米国のＩＳＭ製造業景況感指数は、製造業の購買・供給管理責

任者を調査対象にした企業の景況感を反映した指標です。通常、当該

指数が 100％を上回ると景気拡大、 100％を下回ると景気後退と判断

されます」  

 

② 「米国の雇用統計は、米国の労働省から四半期ごとに発表される

指標です。非農業部門雇用者数や失業率などの数値は、株式市場や為

替市場などの市場参加者が注視する重要な経済指標です」  

 

③ 「 米国の政策金利は、連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）が開催する

連邦公開市場委員会 （ＦＯＭＣ）により決定されます。2019 年は、

米国景気の堅調さを反映し、３回の利上げを行っています」  

  



【答え】 

①不適切× 

ISM 製造業景況感指数では数値が 50%以上であれば景気拡大、50%以

下は景気後退と判断します。 

 

 

②不適切× 

米国の雇用統計の発表は毎月行われます。 

 

 

③不適切× 

FOMCが政策金利として 2019 年には利下げを 3回行いました、 

 

 

  



《問６》 Ｍさんは、Ａさんに対して、Ｘ社株式の購入について説明

した。Ｍさんが説明した 次の記述①～③について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙 に記入しなさい。  

 

① 「Ａさんが特定口座（源泉徴収あり）においてＸ社株式を株価

3,800 円で 100 株購入し、同年中に株価 4,000 円で全株売却した場

合、その他の取引や手数料等を考慮しなければ、売買益２万円に対し

て 20.315％相当額が源泉徴収等されます」 

 

 ② 「ＡさんがＸ社株式の次回の配当を受け取るためには、権利付

き最終日までにＸ社株式を購入しておく必要があります。Ｘ社株式

の権利付き最終日は、権利確定日の３営業日前である 2020 年 11 月

25 日（水）です」  

 

③ 「 50 期におけるＸ社株式のＰＢＲは、1.52倍です。一般に、Ｐ

ＢＲが高いほうが株価は割安と判断されますが、何倍程度が妥当で

あるかは、同業他社との比較や過去のトレンドを確認するなど、相対

的な数値として捉えることが大切です」 

  



【答え】 

①適切○ 

源泉徴収ありの特定口座における株式の取引では、20.315%(所得税・

復興特別所得税 15.315%、住民税 5%)が源泉徴収となります。  

 

〈購入時〉X社株を1株 3,800円で 100株購入した場合3,800円×100 

株=38 万円 

 

〈売却時〉1株 4,000 円で全株売却した場合 

4,000 円×100株=40 万円  

 

売却益 2 万円  

 

 

②不適切× 

株式の配当金の受け取りなどの際には、権利確定日までに対象の株

主になっている必要があり、約定日を含めた 3 営業日目に受け渡し

となります。  (土日祝を除く) 

従って 2020 年 11 月 30 日（月）を受け渡しとすると、11 月 26 日(木)

が約定日となります。 

 

 

③不適切× 

PBRとは,株価が1株あたりの純資産の何倍で買われているかを示す

指標です。PBRは高いほど割高、低いほど割安と評価できます。  

 

  



【第３問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問７》～《問９》）

に答えなさい。  

 
 

  



《問７》 所得税における医療費控除に関する以下の文章の空欄①～

③に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のなかから選び、その

記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

「通常の医療費控除は、その年分の総所得金額等の合計額が 200 万

円以上である居住者の場合、その年中に支払った医療費の総額から

保険金などで補填される金額を控除した金額が（ ① ）円を超える

ときは、その超える部分の金額（最高 200 万円）をその居住者のその

年分の総所得金額等から控除します。また、通常の医療費控除との選 

択適用となるセルフメディケーション税制（医療費控除の特例）で

は、定期健康診断や予防接種などの一定の取組みを行っている者が

自己または自己と生計を一にする配偶者等のために特定一般用医薬

品等購入費を支払った場合、その額が（ ② ）円を超えるときは、そ

の超える部分の金額（最高（ ③ ）円）を総所得金額等から控除 す

ることができます」  

 

 
  



【答え】 

①医療費控除の控除額は、その年中に支払った医療費の合計額(保

険金等により補てんされる部分の金額を除く)から、その年分の総

所得金額等の5%相当額または10万円のいずれか低い方の金額を控除

して算出されます。 

上限は200万円まで。  

 

②③セルフメディケーション税制(医療控除の特例)は、健康増進や

病気予防への取り組みを行う個人が、納税者本人または、 生計を

一にする配偶者や親族に係る一定のスイッチOTC医薬品 を支払った

場合、その年中に支払った額が12,000円を超える部分が所得控除の

対象となり、上限88,000円となります。  

 

 

従って、正解は『①へ.100.000 ②イ.12,000 ③ホ.88,000』です。 

 

  



《問８》 Ａさんの 2020 年分の所得税の課税に関する次の記述①～

③について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用

紙に記入しなさい。  

 

① 「Ａさんは不動産所得の金額に損失が生じているため、確定申告

をすることによって、純損失の繰越控除の適用を受けることができ

ます」 

 

② 「Ａさんが適用を受けることができる配偶者控除の控除額は、38

万円です」  

 

③ 「医療費控除については、年末調整では適用を受けることができ

ないため、医療費控除の適用を受けるためには、所得税の確定申告が

必要となります」 

  



【答え】 

①不適切× 

損益通算を行い、なお控除しきれない損失額は青色申告により、翌年

以降 3 年間の繰越が可能です。 

 

 

②適切○ 

配偶者控除では納税者と生計を一にする配偶者で、 

・配偶者の合計所得金額が 38 万円以下(年収 103 万円以下) 

・納税者本人の合計所得金額が 1,000 万円以下 

の場合に適用されます。 

 

 
 

資料から、A さん、B さんの所得ともに問題なく、支給対象です。 

納税者の合計所得金

額 

控除対象配偶者 老人控除対象者 

900 万円以下 38 万円 48 万円 

900 万円〜950 万円

以下 

26 万円 32 万円 

950 万円〜1,000 万

円以下 

13 万円 16 万円 

 

  



③適切○ 

給与所得者は年末調整により、適正な税額の計算が行われる 

確定申告は不要ですが、医療費控除や寄附金控除、雑損控除は年末

調整では計算されないので、確定申告する必要があります。 

 

 

  



《問９》 Ａさんの 2020 年分の所得税における課税総所得金額を計

算した下記の表の空欄①～ ③に入る最も適切な数値を求めなさい。

なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□□□」で示してあ

る。  

 
  



【答え】 

①総所得金額の計算では、総合課税の所得を合算し、損益通算して算

出します。 

総合課税は①利子所得 ②配当所得 ③不動産所得 ④事業所得 

⑤給与所得 ⑥譲渡所得（土地や建物、株式の譲渡所得以外） 

 

損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山

林所得・譲渡所得の金額に損失が生じた（赤字が出た）場合、その損

失額をほかの所得の金額から控除することを言います。 

 
 

A さんの収入は給与収入と不動産所得です。 

・給与所得=給与収入-給与所得控除額 

資料より、 

800 万円×(800 万円×10%＋110 万円)=610 万円 

 
 

不動産所得は損益通算の対象であり、土地取得のための借入金の利

子 20 万円（建物は OK）は損益通算の対象外です。 

従って、不動産所得は▲80 万円です。 

 

総所得は 610 万円-80 万円=530 万円 

  



②扶養控除については、配偶者以外で納税者本人と生計を一にする

親族が対象で、対象となる親族の合計所得金額が 38 万円以下の場合

に適用可能です。 

  特定扶養親

族 

 老人扶養親

族 

控除対象年

齢 

16歳〜19歳

未満 

19歳〜23歳

未満 

23歳〜70歳

未満 

70 歳以上 

控除額 38 万円 63 万円 38 万円 同居 58万円 

別居 48万円 

 
A さん家族では、長女 Cさんが特定扶養親族に該当しますの

で、63 万円の控除対象です。 

 
 
③2020 年より、基礎控除が引き上げられました。 

合計所得金額が 2,400 万円以下の場合、一律 38 万円から 48

万円へ変更となりました。 

合計所得金額 所得税 住民税 

2,400 万円以下 48 万円 43 万円 

2,400万円~2,450万円

以下 

32 万円 29 万円 

2,450万円~2,500万円

以下 

16 万円 15 万円 

2,500 万円〜 適用なし 適用なし 

合計所得金額が 530 万円の A さんは 48 万円の基礎控除を受けられ

ます。 

  



【第４問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問 10》～《問 12》）

に答えなさい。 

 
  



《問 10》 甲土地と乙土地を一体とした土地に耐火建築物を建築する

場合、建蔽率の上限となる建築面積と容積率の上限となる延べ面積

を計算した次の＜計算の手順＞の空欄①～④に入る最も適切な数値

を解答用紙に記入しなさい。なお、問題の性質上、明らかにできない

部分は「□□□」「ⓐ・ⓑ・ⓒ・ⓓ」で示してある。 

 

 ＜計算の手順＞  

１．建蔽率の上限となる建築面積  

 

（１）近隣商業地域の部分 300㎡×（ ① ）％＝（ⓐ）㎡  

 

（２）第一種住居地域の部分 360㎡×□□□％＝（ⓑ）㎡  

 

（３）建蔽率の上限となる建築面積 （ⓐ）㎡＋（ⓑ）㎡＝（ ② ）

㎡  

 

２．容積率の上限となる延べ面積  

（１）近隣商業地域の部分 ・指定容積率：400％ ・前面道路幅員に

よる容積率の制限：□□□％ したがって、上限となる容積率は、

□□□％である。 延べ面積の限度：300㎡×□□□％＝（ⓒ）㎡  

 

（２）第一種住居地域の部分 ・指定容積率：300％ ・前面道路幅員

による容積率の制限：□□□％ したがって、上限となる容積率は、

□□□％である。 延べ面積の限度：360㎡×（ ③ ）％＝（ⓓ）㎡  

 

（３）容積率の上限となる延べ面積 （ⓒ）㎡＋（ⓓ）㎡＝（ ④ ）

㎡  

  



【答え】 

①【建ぺい率】 

 

建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

防火規制の異なる土地に建築物を建築する場合には、その敷地全部

について、厳しい方の規制が適用されます。また 

 

・耐火建築物を準防火地域および防火地域内で建築する場合 

 

・特定行政庁が指定する角地である場合 

 

いずれかの場合には建ぺい率の緩和を受けることができ、それぞれ

の場合で 10%(両方に該当する場合には 20%)の緩和を受けられます。 

 

また、指定建ぺい率が 80%の場合で、防火地域に耐火建築物を建築す

る場合には建ぺい率の制限はありません。(100%となる) 

 

＜計算の手順＞  

１．建蔽率の上限となる建築面積  

 

（１）近隣商業地域の部分 300㎡×（ ① ）％＝（ⓐ）㎡  

 

（２）第一種住居地域の部分 360㎡×□□□％＝（ⓑ）㎡  

 

（３）建蔽率の上限となる建築面積 （ⓐ）㎡＋（ⓑ）㎡＝（ ② ）

㎡  

 

 

  



 
近隣商業地域の部分は建ぺい率が 80％ですので、建ぺい率の緩和に

よって 100%となります。 

従って 300㎡×100%=300㎡ 

 

第一種住居地域は準防火地域であり、特定行政庁の指定する角地で

す。それぞれに 10％の緩和を受けるので建ぺい率は 80% 

従って 360㎡×80%=288㎡ 

300㎡＋=288㎡＝588㎡ 

 

従って、正解は『①80％ ②588㎡』です。 

  



②【容積率】  

 

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

・容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

 

前面道路が 2 つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道

路となります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

 

・前面道路の幅員が 12m 以上の場合の容積率は「指定容積率」とな

ります。 

・前面道路の幅員が 12m未満の場合の容積率 

 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10

または 6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

  



 
本問の場合、幅の広い 8mの道路が前面道路となります。 

12m未満ですので、前面道路の幅員による容積率を求めます。 

近隣商業地域 

8÷6/10=480% →指定容積率 400%を使用 

延べ面積の限度：300㎡×400％＝1,200㎡ 

 

第一種住居地域 

8÷4/10=320%→指定容積率 300%を使用 

延べ面積の限度：360㎡×300％＝1080㎡ 

 

1,200㎡＋1080㎡=2,280㎡ 

 

 

従って、正解は『③300％ ④2,280㎡』です。 

  



《問 11》 甲土地と乙土地を一体とした土地（以下、「対象地」とい

う）の有効活用に関する次の記述①～③について、適切なものには○

印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 「対象地に建築物を建築する場合、用途地域による建築物の制限

については、その 敷地の全部について、敷地の過半の属する第一種

住居地域の建築物の用途に関する規定が適用されます」  

 

② 「賃貸マンションを建築する方法として等価交換方式という手法

があります。この方式は、Ａさんが所有する土地の上に、事業者が建

設資金を負担してマンション等を建設し、完成した建物の住戸等を

Ａさんと事業者がそれぞれの出資割合に応じて取得する手法です」  

 

③ 「対象地に賃貸マンションを建築する場合、当該建築物の中にあ

る駐車場の床面積については、当該建築物の各階の床面積の合計の

３分の１を限度として、容積率算定上の延べ面積から除外すること

ができます」  

  



【答え】 

①適切○ 

建築物の敷地が異なる2つの用途地域にわたる場合、敷地の過半の

属する用途地域の建築物の用途に関する規定適用されます。  

 

 

②適切○ 

等価交換方式とは、土地所有者は土地を出資し、 デベロッパーが

自らの建設資金で建物を建設することです。それぞれの出資割合に

応じて土地・建物を所有する事業方式です。  

 

 

③不適切× 

駐車場の容積率算定上の延べ面積から除外することが可能な面積

は、対象となる建築物の1/5です、 

  



《問 12》 甲土地と乙土地を一体とした土地（以下、「対象地」とい

う）の有効活用に関する以下の文章の空欄①～③に入る最も適切な

語句を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記

入しなさい。  

Ⅰ 「 対象地の面する道路に付された『300Ｃ』『200Ｃ』の数値は、

１㎡当たりの価額を千円単位で表示した相続税路線価です。数値の

後に表示されている『Ｃ』の記号（アルファベット）は、借地権割合

が（ ① ）であることを示しています」  

 

Ⅱ 「 正面と側方に路線がある宅地（角地）の価額は、『（正面路線価

×奥行価格補正率 ＋側方路線価×奥行価格補正率×（ ② ））×地

積』の算式により評価します。対象地の場合、正面路線は幅員８ｍ市

道になります」  

 

Ⅲ 「Ａさんが対象地に賃貸マンションを建設した場合、相続税額の

計算上、対象地は貸家建付地として評価されます。仮に、対象地の自

用地価額を２億円、借地権割合 （ ① ）、借家権割合 30％、賃貸割

合 100％とした場合、当該土地の相続税評価額は （ ③ ）となりま

す」 

 

 
 

 

  



【答え】 

①路線価とは国税庁が発表する路線価(1m²当たりの価格単位は千

円)をもとにし、その宅地の状況や 形状などを考慮して計算される

もので、例えば300Cは300千円→30万円で借地権70% 

ア ル

フ ァ

ベ ッ

ト 

A B C D E F G 

借 地

権 割

合 

90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 

 

 

②甲土地のような角地の宅地の評価額を求める場合には、 

{（正面路線価×奥行価格補正率 ＋側方路線価×奥行価格補正率×

側方路線影響加算率）}×地積 

 

 

③・貸家建付地の評価額を求める式は 

貸家建付地の評価額＝自用地評価額×(１－借地権割合×借家権割

合×賃貸割合) 

 

2億円×(１－70％×30%×100%)=1億 5,800 万円 

 

従って、正解は『①ロ,70% ②チ, 側方路線影響加算率 ③へ, 1億

5,800 万円』です。 

  



【第５問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問 13》～《問 15》）

に答えなさい。 

 
  



《問 13》 「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与

税の非課税」（以下、「本特例」という）に関する次の記述①～③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記

入しなさい。  

 

① 「住宅用家屋の取得等に係る契約の締結日が 2020 年４月１日か

ら 2021 年３月 31 日であること、消費 10％により住宅用家屋を取得

したことなどの所定の要件を満たした場合、本特例の非課税限度額

は省エネ等住宅で最高 3,000 万円、一般住宅で最高 2,000 万円とな

ります」  

 

② 「本特例の適用を受けるためには、二男Ｄさんの贈与を受けた年

分の合計所得金額が 2,000 万円以下であること、取得する住宅用家

屋の床面積が 50㎡以上 240㎡以下であることなど、所定の要件を満

たす必要があります」  

 

③ 「本特例は、暦年課税の基礎控除または相続時精算課税の特別控

除と併用して適用を受けることができます」  

  



【答え】 

①不適切× 

直系尊属から住宅取得等資金の贈与をうけ、2020 年４月１日から

2021 年３月 31 日の間に、消費税 10％で住宅を取得した場合などの

一定要件を満たしている場合、贈与金額のうち省エネ住宅では 1,500

万円、一般住宅では 1,000 万円まで非課税となります。 

 

 

②適切○ 

適用を受ける受贈者は、1月1日現在で20歳以上の者で、贈与を受け

た年の合計所得金額が2,000万円以下の者です。  

また、取得する住宅用家屋の床面積は50㎡以上240㎡以下でなけれ

ばいけません。 

 

 

③適切○ 

本特例は、暦年課税制度や相続時精算課税制度の特別控除2,500万

円と併用することができます。  

  



 

《問 14》 現時点（2020 年９月 13 日）において、Ａさんの相続が開

始した場合における相続税の総額を試算した下記の表の空欄①～③

に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、相続税の課税価格の合計

額は９億円とし、問題の性質上、明らかにできない部分は「□ □□」

で示してある。 

 
  



【答え】 

①遺産にかかる基礎控除額の算出方法は 

3,000 万円＋600 万円×法定相続人の数です。 

 
本問の場合には、配偶者の妻 B さん、子の長男 Cさんと二男さんの 3

名です。 

3,000 万円＋600 万円×3=4,800 万円 

従って、遺産総額を 9億円とすると、課税遺産総額は、 

9億−4,800 万円=8億 5,200 万円 

 

課税遺産総額を法定相続人に分配すると 

妻 1/2,子 1/2（2名ですので各 1/4） 

相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

  



 
 

・妻 B さん 

8億 5,200 万円÷2×50%-4,200 万円=1億 7,100 万円 

 (4億 2,600 万円) 

 

②・子 

8億 5,200 万円÷4×45%-2,700 万円=6,885 万円 

   (2億 1,300 万円) 

 

③相続税の総額は 

1億 7,100 万円＋6,885 万円＋6,885 万円=3億 870 万円 

 

 

従って、正解は『①4,800 万円 ②6,885 万円 ③3億 870 万円』で

す。 

  



《問 15》 Ａさんの相続等に関する以下の文章の空欄①～④に入る最

も適切な語句を、下記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答

用紙に記入しなさい。  

 

Ⅰ 「遺言により、自宅および現預金等を妻Ｂさん、Ｘ社関連の資産

（Ｘ社株式、Ｘ社本社敷地・建物）を長男Ｃさんに相続させた場合、

二男Ｄさんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮に、遺留分算定

の基礎となる財産が９億円の場合、二男Ｄさんの遺留分の金額は、

（ ① ）となります」  

 

Ⅱ 「公正証書遺言は、証人２人以上の立会いのもと、遺言者が遺言

の趣旨を公証人に口授し、公証人がこれを筆記して作成するもので

す。推定相続人である妻Ｂさんや長男Ｃさんを証人にすること

（ ② ）」  

 

Ⅲ 「長男ＣさんがＸ社本社敷地を相続により取得し、当該敷地につ

いて、特定同族会社事業用宅地等に係る小規模宅地等についての相

続税の課税価格の計算の特例の適用を受けた場合、当該敷地（相続税

評価額 9,000 万円）について、課税価格に算入すべき価額を（ ③ ）

とすることができます。なお、自宅敷地とＸ社本社敷地について、小

規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例の適用を受け

ようとする場合、（ ④ ）」  

 

 
  



【答え】 

①遺留分とは、一定の相続人が遺留分割合に基づき取得することを

保証する制度です。  

・直系尊属が相続人:各自の法定相続分×財産の1/3  

・配偶者のみ・子のみ・配偶者と子:各自の法定相続分財産の1/2  

・兄弟姉妹には遺留分はありません。  

従って、二男Dさんの遺留分は法定相続分1/4の更に1/2となりま

す。 

9億円÷4=2億2,500万円 

2億2,500万円÷2=1億1,250万円(ニ) 

 

 

②推定相続人やその配偶者、直系尊属等は公正証書遺言の証人にな

ることは出来ません。(チ) 

  



③小規模宅地の特例を受けた場合に、特定同族会社事業用宅地の場

合には敷地面積 400㎡を上限に 80%を減額します。 

区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用

宅地 

被相続人の居住用で、取得

者が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と

特定事業用の

併用で は 730

㎡まで適用可 

・特定事業

用宅地 

・特定同族

会社事業用

宅地 

被相続人の事業用で、取得

者が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告ま

で事業を引き

継ぐ 

貸付事業用

宅地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期

限までに譲渡

した場合は除

く 

 

 

・特定事業用宅地の減額の計算式は 

減額される金額＝宅地の評価額×適用対象となる面積÷宅地総面積

×減額割合 

 

  



減額金額は 

9,000万円×400㎡÷500㎡×80%==5,760万円 

※電卓で 400㎡=0.0004 

500㎡=0.0005 

 

9,000万円-5,760万円=3,240万円(ロ) 

 

④小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例では、そ

れぞれの宅地の上限面積まで減額対象です。特定居住用宅地等と特

定事業用宅地等との併用では調整されません。(730㎡まで可)(ヌ) 

 

従って、正解は『①ニ, 1 億 1,250 万円 ②チ、はできません ③

ロ,3,240 万円 ④ヌ,それぞれの宅地の適用対象の限度面積まで適

用を受けることができます』です。 

  



-終- 


